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府省庁名 周知団体数

内閣府 ６
警察庁 ４６
金融庁 ７４
総務省 ４５
法務省 １５
外務省 ２

文部科学省 ９８２

厚生労働省 ３０２

農林水産省 ５２５

経済産業省 ８８３

国土交通省 ２６８

環境省 ２１
防衛省 １
財務省 ３９
消費者庁 １
こども家庭庁 ９
合計 ３，２１９

昨年（令和７年）の周知協力依頼の結果について

◆ 公的手続等のデジタル化推進の一環である「マイナポータル連携等を活用した確定申告」の推進・利用拡
大や「事業者のデジタル化促進」について、これまで、国税庁から各府省庁等に対して、所管する業界団体・
独立行政法人等への周知を依頼。

◆ 各府省庁等の多大なるご協力により、令和５年は２，６００、令和６年は２，９００を超える団体へ周知。

◆ 令和７年においては、３，２００を超える団体への周知が実現。

周知内容１ 周知実績２

※１ 周知団体数は各省庁の報告に基づくものであり一部重複等あり。
※２ 周知団体数は令和８年１月２０日時点で「周知済」又は「周知予定」

と報告があったものを集計。

令和８年１月集計

① 確定申告における給与情報の自動入力について

会員事業者等に対して、従業員の給与所得の源泉徴収票

をオンラインで提出していただきたい旨を周知。

② 自宅等からのマイナンバーカードを利用したe-Taxによ

る確定申告について

会員事業者等に対して、従業員へマイナンバーカードとマ

イナポータル連携を利用した、自宅等からのe-Taxによる

確定申告を呼びかけていただくよう周知。

③ 事業者のデジタル化促進について

会員事業者等において、国税庁作成の事業者のデジタル

化促進に係る広報素材をご活用いただき、事業者の業務の

デジタル化促進を働きかけていただくよう周知。
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令和８年の周知協力依頼事項（予定）

会員事業者等に対して、国税庁が作成した広報素材を活用し、デジタルインボイスを含めた事業

者の業務のデジタル化促進を働きかけていただきたい。

① 年末調整手続の電子化について

② 自宅等からのマイナンバーカードを利用したｅ-Ｔａｘによる確定申告について

③ 源泉徴収票のみなし提出の特例について

④ デジタルインボイス普及の取組について

会員事業者等に対して、年末調整手続を電子化することにより、年末調整に関する控除申告書
の自動作成や添付書類（控除証明書等）の確認作業の削減など、職員・給与担当の双方にメリット
があることを周知いただきたい。

会員事業者等から、従業員に対して、マイナンバーカードとマイナポータル連携を利用した、自
宅等からのｅ-Ｔａｘによる確定申告を呼びかけていただきたい。

会員事業者等に対して、給与支払報告書をeLTAXで提出するよう周知いただきたい。



◆ 令和２年10月から年末調整関係書類（控除申告書及び控除証明書等）を電磁的な方法で勤務先へ
提出することが可能となったことから、国税庁では年末調整手続の電子化を推進している。

◆ 年末調整手続の電子化とは、①従業員は控除証明書等をデータで取得し、これを利用して控除申告書
をデータで作成する、②勤務先は、従業員から年末調整関係書類のデータ提供を受け、このデータを利
用して年税額を自動計算することができるものである。

◆ なお、人給システムを利用されている各省庁においては、マイナポータル連携を利用して控除証明
書等データを取得し、当該データを人給システムにインポートすることにより、簡便に控除申告書
の作成が可能となっている。各職員においては入力する情報が減少し、給与担当者においては控除
額等や控除証明書等の確認作業が軽減されるメリットがあることから、各省庁の給与事務担当者等
へ周知いただきたい。

年末調整手続の電子化について
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自宅等からのマイナンバーカードを利用したe-Taxによる確定申告について

マイナポータル連携を利用して
控除証明書等を取得した方の数の推移

◆ 確定申告をする際には、スマートフォンやパソコンを使って、自宅等から国税庁ホームページの「確定申
告書等作成コーナー」を利用し、画面に表示される案内に沿って金額等を入力するだけで、税額等が自動
計算され、計算誤りのない所得税の申告書の作成が可能となっており、作成した申告書をそのままe-Tax
により送信できる。

◆ e-Taxを利用した確定申告は、マイナポータル連携を利用した給与所得の源泉徴収票の情報や医療費、
ふるさと納税等の情報の自動入力が可能であるほか、令和８年分からは、eLTAXを利用して提出された
給与支払報告書についてもマイナポータル連携の対象となるなど、利便性がさらに向上しているところ。

◆ 各省庁の所管する団体の会員事業者等においては、給与所得の源泉徴収票の交付時期に、マイナンバー
カードを利用した確定申告やマイナポータル連携の利便性について、従業員等へ周知していただきたい。
各省庁におかれては、所管する団体に対して、この旨を依頼するなど、御協力をお願いしたい。

◆ なお、マイナンバーカードが普及するまでの暫定的な対応としていた、ＩＤとパスワードのみによる認証方
式（ＩＤ・パスワード方式）については、「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和８年７月21日閣議決
定）において、令和９年の早期に終了することとしている。

※ マイナンバーカードは、電子証明
書の有効期限５年が過ぎると、
e-Taxの申告・申請手続に利用で
きなくなり、カード本体の有効期限
10年が過ぎると、本人確認書類と
しても使用できなくなる。このため、
国税庁では、カード本体・電子証明
書を早期に更新するよう、積極的な
周知・広報に取り組んでいる。

5



◆ 令和９年１月以降に提出すべき令和８年分の給与所得の源泉徴収票からは、市区町村に給与支払報告
書を提出した場合、税務署にも源泉徴収票を提出したとみなされ、税務署への提出は不要となる。

◆ 給与支払報告書をeLTAXで提出することにより、各市区町村へ給与支払報告書を送付する事務が不
要となるなど、事業者において事務負担が軽減される。また、従業員が確定申告を行う際、マイナポータ
ル連携を利用することにより、給与支払報告書の情報が自動で入力され、より簡単・便利に確定申告書を
作成できる。

◆ できる限り多くの事業者に給与支払報告書をeLTAXによりオンラインで提出いただけるよう、所管す
る団体に対して、以下の広報素材等を活用しつつ、会員事業者等に対して周知いただくよう、働きかけて
いただきたい。

源泉徴収票のみなし提出の特例について

6

源泉徴収票のみなし提出の
特例に関するリーフレット

「源泉徴収票の提出方法が
変わります」



デジタルインボイスの普及に向けた周知・広報

◆ 国税庁ホームぺージの「事業者のデジタル化促進」特設ページに、デジタルインボイスのメリットを訴求
する動画等の広報素材を掲載しているほか、今年からSNSによる情報発信を開始。
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（参考）令和８年度税制改正（青色申告特別控除の見直し）の概要
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◆ 記帳水準の向上は、適正な税務申告の確保のみならず、経営状態を可視化し、経営の対応力を向
上させる上でも重要である。

◆ 近年における会計ソフトの普及や電子申告割合の向上を踏まえ、記帳水準の向上を図るとともに、
デジタル時代にふさわしい記帳や申告を一層推進する観点から、青色申告特別控除について以下の
とおり見直す（令和９年分以後の所得税について適用）。

① 請求書データ等との自動連携や訂正削除履歴の記録など一定の条件を満たす電子帳簿を作成及
び保存している納税者を対象として控除額の上限を引き上げる（65万円→75万円）。

② 簡易簿記による控除（10万円）の適用は、i)事業所得もしくは不動産所得に係る前々年の収入が
1,000万円以下の納税者、又はii)事業としての規模に満たない不動産所得者等に限定する。

③ 複式簿記による控除（①を除く。65万円）の適用は、電子申告を条件とする。

（注１）簡易簿記については、 i)事業所いずれも1,000万円以下）の納税者、又は、ii)事業としての規模に満たない不動産所得者もしく
は山林所得者が適用できることとする。

（注２）本件見直しの円滑な移行を図る観点から、複式簿記や電子申告に未対応の事業者については、官民が協働してその支援に取り組
むこととする。また、記帳に不備がある事業者への対応を含め、記帳水準の更なる向上に向けた取組を継続する。

○ 改正前

条件 控除額

複式簿記＋イ～ハのいずれか

65万円
イ 優良な電子帳簿（訂正削除履歴）

ロ 請求書データ等との自動連携

ハ 電子申告

複式簿記（上記イ～ハを満たさず≓書面申告） 55万円

簡易簿記 10万円

条件 控除額

複式簿記＋電子申告＋イ・ロのいずれ
か

75万円
イ 優良な電子帳簿（訂正削除履歴）

ロ 請求書データ等との自動連携

複式簿記＋電子申告 65万円

複式簿記（書面申告）
10万円

簡易簿記【対象を限定】（注１）

○ 改正後
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